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早期発見（二次予防）によるがん死亡率減少に関する試算について 
―がん検診の受診率向上と精度管理― 

伊藤 ゆり*  井岡 亜希子*  中山 富雄*  津熊 秀明* 

１．目的 

がん対策基本法のもとに策定されたがん

対策推進基本計画では、がん検診の受診率

を 50％にするという目標が掲げられてお

り、これを 10 年後までに達成することで死

亡率が約 3.9％減少すると試算されている。

がん検診受診率は老人保健事業報告や国民

生活基礎調査などで報告はされているもの

の、前者は自治体ごとに設定する母集団が

異なっているなど、必ずしも日本人口を代

表する集団ではなく、後者に関しては国民

全体のサンプリングによる調査であるが、

提供形式の使いにくさなどの問題がある。

そもそもわが国においてはがん検診の実施

対象が加入保険により異なっているため、

国民全体のがん検診受診率をモニタリング

することが難しく、そのシステムは存在し

ない。このような状況下では、国が示した

既存のがん検診受診率資料による試算には

限界があると考え、本研究では、地域がん

登録資料を用いたがん早期発見による死亡

率減少効果の試算方法を提示する。 

 

２．方法 

 受診率をもとにした試算方法はがん対策

基本計画における試算で用いられている方

法 1）に準じた。その際、用いたがん検診受

診率の出典は老人保健事業報告のがん検診

受診率（試算 1）、国民生活基礎調査のがん

検診受診率（試算 2）である。また地域が

ん登録資料による進行度分布と進行度別 5

年相対生存率をもとにした方法（試算 3）

で死亡率減少の試算を行い、計 3 種類のが

んの早期発見（二次予防）によるがん死亡

率減少に関する試算を行った。 

 

試算 1 および 2. がん検診受診率が 50％ま

で向上した場合の死亡率減少 

 がん対策基本計画における試算で用いら

れている手法では、がん検診非受診者に比

べたがん検診受診者の死亡率減少効果をわ

が国におけるコホート調査（ JPHC コホー

ト）の結果をもとにしている。がん検診非

受診者に比べて、がん検診受診者では、胃

がん検診では 59%、大腸がん検診では 60%、

肺がん検診では 28%、子宮頚がん検診では

78％、乳がん検診（マンモグラフィ）では

19%減少していた。この死亡率減少効果に

がん検診の精度管理の影響を肺がん検診で

30％、乳がん検診で 10％、他のがん検診で

20％低く見積もり（精度管理関連係数）、検

診から死亡へのタイムラグが 5 年、また受

診率 50％を 10 年で達成すると、10 年後の

死亡率減少効果は半分に想定されるため、

0.5 を乗ずる。その修正死亡率減少効果に

現状の検診受診率（B0）と目標値の 50％

（B1）との差を受診率の向上割合を掛け合

わせたものを 10 年後の死亡率減少割合と

している。この現状の検診受診率（B0）を

平成 16 年度老人保健事業報告からの値（試

算 1）と平成 16 年度国民生活基礎調査から

の値（試算 2）を用いて、両者の結果を比
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較する。 

 

試算 3. 大阪府のがん患者の進行度分布が

限局割合の高い県と同じになった場合の死

亡率減少 

厚生労働省がん研究助成金「地域がん登

録の精度向上と活用に関する研究班」が平

成 14 年度に実施した第 9 回がん患者進行度

分布に関する協同調査に参加している 11

府県の 1999 年診断患者のがん罹患数と進

行度分布をみると、大阪府の限局患者割合

は他府県に比べて低かった 2）。そこで、部

位別に限局患者割合が最も多い県を進行度

分布最良県とし、大阪府がその県の進行度

分布を実現した場合の死亡率減少を試算し

た。進行度分布最良県は胃、肺では新潟県、

大腸では長崎県、乳房では山形県、子宮で

は宮城県であった。これらの最良県の進行

度分布に大阪の進行度分布を直接法で調整

し、大阪府が最良県の進行度分布を達成し

た場合の 5 年相対生存率（S1）と調整して

いない大阪府の 5 年相対生存率（S0）をそ

れぞれ 1 から引いたものを致命率（ただし、

全がんの 1995-99 年診断患者の統計的に治

癒したとみなす時点が 4.7 年であったこと

より 5 年で治癒とみなした）とし、その減

少比を算出し死亡率減少割合を得た。また、

検診体制の充実を達成してから死亡率減少

までのタイムラグを 5 年、最良県の進行度

分布を達成するまでに 10 年かかるという

仮定のもとで、10 年後の死亡率減少は 1－

（100－S1）／（100－S0）の式により得ら

れた死亡率減少割合に 0.5 を乗じた。さら

に、早期診断による生存率の上昇が必ずし

も死亡率の減少に結びつくわけではないと

考え、リードタイム・バイアスやレングス・

バイアス等を調整するため、調整係数とし

て 0.8 を乗じ、死亡率減少割合を得た。な

お、全部位のがん死亡に関する死亡率減少

割合は部位別死亡数で加重平均をとった。 

 

３．結果 

 試算 1-3 の結果を表 1 に示した。また、

試算 3 の試算結果の詳細は大阪府立成人病

センター調査部のウェブサイトを参照され

たい 3）。大阪府の受診率は全国の受診率に

比べて低いので、試算 1, 2 のいずれの場合

でもがん検診受診率 50％を達成した場合

の 10 年後のがん死亡率減少割合は試算 1

で 4.8％、試算 2 で 4.2％と、全国の 3.9％、

3.5％より高かった。試算 3 の場合の死亡率

減少割合が最も高く 5.3％であった。老人

保健事業報告と国民生活基礎調査の検診受

診率は胃がんなどで最大 10 ポイントの差

があったが、死亡率減少の試算では 0.6 ポ

イント程度の差にとどまった。 

表1.　試算1～3による結果のまとめ

1. 受診率を50％まで向上（老人保健事業報告） 2. 受診率を50％まで向上（国民生活基礎調査） 3. 進行度分布が最良県並に向上

死亡率
減少（％）

大阪 全国 大阪 全国 大阪 全国 大阪 全国 大阪 最良県 大阪

胃 6.9 12.9 10.5 9.3 17.7 24.9 8.3 6.7 44.2 59.4 10.6
大腸 11.0 17.9 9.4 7.7 14.9 20.2 8.4 7.2 47.8 61.9 12.5
肺 8.1 23.2 4.1 2.6 10.4 15.0 3.9 3.4 24.4 37.7 4.1
乳房 9.1 11.3 3.9 3.7 14.8 19.8 3.3 2.9 57.2 60.6 3.6
子宮 13.3 13.6 11.5 11.4 19.3 22.9 9.6 8.5 63.2 66.7
(再掲：上皮内) (17.1) (35.6)

肝臓 4.9 4.4 6.5 6.6 4.9 4.4 6.5 6.6 肝炎対策の試算を代用※ 6.8
全がん - - 4.8 3.9 - - 4.2 3.5 肝がんを含めた場合 5.3

※肝がん検診は基本健康診査の10％とみなす

12.2

※乳がん検診は40歳以上、子宮がん検診は30歳以上とした
※肝がん検診の値は1.のものを使用

※大阪府では肝炎対策による肝がん死亡減少
率の試算を別途しているため、その値を代用

受診率（％）
（老人保健事業報告）

受診率（％）
（国民生活基礎調査）

限局患者割合（％）
ただし、子宮は上皮内含む

死亡率減少（％） 死亡率減少（％）

 

表１ 試算 1-3 による結果のまとめ 
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４．考察  図 1.a に大腸がん検診受診率と限局患者割合

の散布図を示したが、長崎県のように受診率は

低くとも限局患者割合の高い県も存在し、相関

は見られない。大腸がん検診の精検受診率と限

局患者割合の散布図（図 1.b）によると、長崎

県は高い精検受診率を示している。一方、山形

県のように検診受診率が高くとも限局患者割

合がそれほど高くなく精検受診率が比較的低

いという県も存在する。大腸がんのように精検

受診率が比較的低い検診の場合、このように、

受診率だけでは評価が難しく、精検受診率など

の評価も重要となる。 

 わが国におけるがん検診の体制は各自治体

に一任され、対象や実施方法も市町村により異

なる。したがって、がん対策推進基本計画で目

標として掲げられている受診率も市町村によ

っては対象年齢が異なっているなど、その信頼

性は低い。診断時の進行度を収集している地域

がん登録のある府県では、がん罹患者の限局患

者割合や生存率を計測することが可能であり、

今回のような死亡率減少割合の試算も可能で

ある。しかし、この試算では地域がん登録間の

精度の差を考慮できていない限界がある。予後

の良い患者ほど把握漏れになる傾向があるた

め、限局患者割合の差は把握漏れの差の影響を

受けている。また、5 年生存率をもとに死亡率

減少効果を算出しているが、部位によっては 5

年目以降も生存率が低下し、統計的に治癒した

とみなす時期を一律に 5 年で区切るのが適切

ではない可能性がある 4）。また、調整係数も実

際の成績に基づき、部位別に検討する必要があ

る。 

 がん検診によるがん死亡率の激減を目指す

ためには、受診率の向上だけではなく適切なが

ん検診の実施が重要である。適切ながん検診を

実施しているかをモニタリングする仕組みづ

くりが必要であり、各都道府県におけるがん対

策推進計画ではがん検診の精度管理を第一の

取り組みとして組み込まれることが期待され

る。その際、がん検診の偽陰性を評価する中間

期がんの計測は地域がん登録との照合により

可能となる。また、各種精度管理指標を多面的

に評価し、がん検診の精度管理を行うことが大

切である。また、がん検診の効果のアウトカム

としては死亡率減少が最終目標であるが、地域

がん登録資料に基づいた進行度分布・生存率状

況の経年的モニタリングと、それを用いた中間

評価も重要である。 

 がん検診の効果は、有効性が証明されている

がん検診を正しく行うことでのみ得られる。し

たがって、効果が証明されていない検診を行っ

ていたり、不適切な対象者に実施していたり、

検診自体の質が悪かった場合には、たとえ受診

率が高くなってもがん検診の効果を得ること

はできない。 
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図 1 大腸がん検診受診率（老人保健事業報告）および精検受診率と限局患者割合の関係

（図中の r は相関係数）
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５．結論 

 大阪府のように地域がん登録がある地域で

は、診断時の限局患者割合をもとに死亡率減少

割合の試算を行うことが可能であることを示

した。がん登録資料とがん検診の精度管理指標

のモニタリングは、効果的ながん検診事業の計

画（効果の試算など）、実施、評価に重要であ

る。 
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